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論　説

活動目的からみる市民社会組織の諸類型
―質問紙調査に基づく経験的検討―

山本　英弘
（地域教育文化学部）

　問題の所在

本稿では、多種多様な団体・組織が混在する市民社会（civil society）領域において、それぞ

れの団体がどのような活動を行っているのか、また、それらが集積することで全体としてどの

ような様相を呈しているのかを経験的データを通して概観していく。

市民社会とは、国家と経済から区別された、市民が連帯に基づいて公益的活動を行う領域で

ある（Cohen and Arato ； Waltzer ＝ ； Warren ； Schwaltz ； Edwards 

）。個々の団体・組織は、市民社会領域において、アドボカシー（公共利益のための政策

提言）、市民性の涵養、公共サービスの供給などの公益的活動を行っている。しかしながら、

個々の団体・組織がこれらの活動をすべて行っているわけではない。団体によっては、公共

サービスの供給に特化しているものもあるし、専門知識や技能の提供を行うシンクタンク的な

性格のものもある。一方で、政治的な主張・要求やアドボカシー活動を行うことを主な目的と

するものもある。このように、公益的活動といっても団体・組織によってウエイトの置き方は

異なり、多様な団体・組織の活動が集積することで全体として市民社会の機能を果たしている

（Warren ）。

それでは、実際の団体をみると、どのような活動にウエイトをおくものが多いのだろうか。

また、それぞれの団体・組織は、リソースや活動範囲といった組織特性、メンバー間の関係、

あるいは政党や行政との関係などにおいてどのような特徴がみられるのだろうか。

市民社会の全体像を把握しようという試みは、これまでもみられるものの、主として市民社

会の規模や経済効果、あるいは個々の団体のリソース（会員数、専従スタッフ数、財政規模、

活動範囲）といった面が注目されてきた（Salamon and Anheier ＝ ； Salamon and 

Sokolowski ； Anheier ed ； Pekkanen ， ， ＝ など）。その結果とし

て、日本の市民社会組織については、リソース面で小さいことと（Pekkanen ， ，

＝ ；Salamon and Anheier ＝ ； 山内 ）、会員の参加や交流は盛んであるもの

のアドボカシー機能が弱いことが指摘されてきた（Pekkanen 2006＝2008）。Pekkanen（2006＝
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2008）は、こうした日本の市民社会の特徴について、「政策提言なきメンバー達（membership 

without advocacy）」と呼ぶ。

ところで、このような市民社会の特徴は、団体自身が認識する活動目的という観点からも当

てはまるのだろうか。市民社会組織は何らかの公共的利益のために組織されているだとすれ

ば、活動目的はメンバーの合意を調達し、実際に行う活動の根拠となる最も重要なものである

（Drucker ＝ ）。副次的に様々な機能を果たす団体があったとしても、やはり自らが目

的として掲げているものが活動のメインとなるだろう。しかしながら、従来の研究では活動目

的から市民社会組織の機能を捉える試みはなされていない。

そこで本稿では、日本全国の市民社会組織を対象に行った全国調査データを用いて、活動目

的をもとに市民社会組織を類型し、その分布を示す。そのうえで、類型ごとに団体の諸特徴を

みていくことで、日本における市民社会像を素描する。このような目的のため、本稿では特定

の仮説を設定して検証するというより、探索的に記述しながら分析を進めていくことにする。

本稿の構成は下記のとおりである。第 節では市民社会の定義について簡単にレビューして

おく。続く第 節ではデータについて紹介し、第 節では市民社会組織を活動目的によって類

型化する。その後、第 節では組織の特徴、第 節では一般市民や政党・行政といった外部ア

クターとの関係を考察する。最後に、第 節にて知見を総括する。

　市民社会とはなにか

． ．市民社会の定義と機能

まずは、市民社会の定義を検討しよう。この概念自体は非常に長い歴史的変遷をたどってお

り、時代によって定義が全く異なる（Ehrenberg ＝ ； 山口 ； 植村 ）。近年、

主として用いられるのが、冒頭でも述べたとおり、国家とも市場とも区別される公共空間とい

う定義である。この空間において、市民の連帯により様々な市民社会組織が形成され、それぞ

れの公共的目的のために活動している。こうした団体の活動およびそれらの複合的なネット

ワークが、国家や市場の不足部分を補完しつつも、これらの領域に影響を及ぼし、市民生活の

安定と向上に寄与するのである。

このような定義が用いられる背景として、 年代後半からの東欧諸国の民主化を挙げるこ

とができる。教会、自主管理労働組合、あるいは市民の自発的結社といった国家から独立した

組織が社会主義独裁政権の打倒に大きな役割を果たしことにより、国家と対抗する市民の活動

領域が注目されるようになった。

一方、欧米先進国においても、政府の国民生活への介入、官僚制の肥大化と公共サービスの

画一化、および政府の財政難と経済の停滞といった福祉国家における諸問題を抱えていた。こ
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れに対して、新しい社会運動にみられるような様々な利益の代弁と新しい価値の表出、および、

非営利組織の台頭にみられるような自発的で柔軟な社会サービスの供給に期待が寄せられてき

た。

市民社会は、主として以下の つの機能を果たすものと想定されている （Edwards and 

Foley ）。第 に、自発的な団体・組織で活動することによって、市民性が養われることで

ある（トクヴィル ；Putnam ＝ ， ＝ ；Brennan and Pettit ）。この議

論は、近年では社会関係資本（social capital）論として結実している。社会関係資本とは、ネッ

トワーク、信頼、互酬性の規範からなる複合的な概念である（Putman ＝ ， ＝

）。団体・組織を介した水平的ネットワークの中で、人々の他者一般に対する信頼、およ

び互酬性の規範意識が醸成される。これらが人々を様々な集合行為への協力に向かわせるので

ある。その結果として、政治参加、市民参加をはじめ、経済パフォーマンスの向上、防犯、地

域の公衆衛生など多様な成果が生み出される。

第 に、様々な社会サービスを供給する準公共機能である（Salamon ＝ ； Wuthnow 

ed． ）。前述のとおり、政府による独占的な公共サービスの供給は、財政の逼迫により困

難になるとともに様々な規制により民間の経済活動を妨げる恐れがある。また、政府が市民生

活に介入することで政府の権限が大きくなり、官僚制の肥大化が進む。さらには、政府が供給

するサービスは画一的にならざるを得ないために、個々の市民のニーズに的確に応えることが

できない。これは政府の失敗と呼ばれる（Weisbrod ）。一方で、サービス供給を市場に委

ねるとしても、企業が純粋な公共サービスを供給する誘因はない。福祉や教育サービスなどの

場合にも、サービス供給者である企業と被供給者である市民との情報の非対称性により、質の

低いサービスが供給される恐れがある。これは市場の失敗と呼ばれる（Hansman ）。これ

らの問題に対して、市民の自発的な連帯からなるサービス供給は、規模は小さいながらも、

個々のニーズに柔軟に対応することができる。また、営利を目的としないため、情報の非対称

性に伴う機会主義的行動をとる恐れも小さい。

第 に、社会的利益を表出するアドボカシー機能である。前述の東欧諸国の民主化にみられ

るように、市民社会組織は政府と対抗しうる存在となることがある。民主主義国においても、

政府の外部にあって、社会に存在する多様な価値や利益を表出する機能を果たす。選挙の際に

しか代表を選出できない市民にとって、市民社会組織を通じた利益表出は重要な政治参加手段

である（Warren ）。また、その際、市民による熟議に基づく合意形成が重視されるのであ

る（ハーバーマス ＝ ； ＝ ， ）。

 市民社会領域に存在する団体が必ずしもこれらの機能をもつわけではない。例えば、公共的価値を促進し
ないものであったり、反社会的行為を助長するようなuncivil societyやbad civil societyと呼ばれる組織の存
在が指摘されている（Chambers and Kopstein ； Kopecký，Petr and Cas Mudde ）。
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． ．市民社会組織の射程と分類

ところで、市民社会が国家と市場とは区別されるという場合、どこまでがその領域に含まれ

るのだろうか。例えば、もっぱら政治活動を行う団体、あるいは、業界団体や労働団体のよう

に、経済的利益に基づいて活動する団体は市民社会組織とみなすことができるのだろうか。こ

の点については、市民社会の定義とも関連して議論の分かれるところである。

市民社会を国家と市場から区別する定義に基づくならば、経済団体や協同組合などは市場領

域に含まれるため、市民社会領域からは除外されることとなる（Cohen and Arato ； 山口 

）。同じく、制度政治内において政権獲得を目的とする政党は国家・政治領域に含まれるこ

ととなる。

これに対して、長らく市民社会の数量的把握をリードしてきたサラモンらのジョンホプキン

ス大学プロジェクトにおいては、利益を配分しないという意味での非営利性が強調される

（Salamon and Anheier ＝ ；Salamon et al ）。したがって、私立病院や私立学校と

いった非営利機関も含まれる。

また、 中（ ）は「公共性と個別利益、市民社会と利益集団、市民社会組織と利益団体

はコインの裏表であり、同じ主体の別の側面、別の方向から光を当てたもの」と捉える（ 中 

： ）。すなわち、どの団体にも多かれ少なかれ、公共的価値に関わる部分と団体自身や

会員の利益に根差す部分があるのだから、公共性を意識した活動を行っていれば市民社会組織

に含め、その実質的な機能を吟味するという立場である。同様に、市民社会のアドボカシー機

能に注目し、利益団体、社会運動、非営利組織を区別することなく考察する研究もみられる

（Berry ；Andrew and Edwards ）。

以上のように市民社会をどのように定義するかによって、どこまでを市民社会組織とみなす

のかが論者によって異なる。なお、本稿においては、以下の分析において市民社会の全体像を

俯瞰するため、あらかじめ対象を絞らないこととする。例えば、経済・業界団体であっても会

員の経済的利益を擁護するばかりでなく、公共的な利益を代弁する活動を行っているものもみ

られるだろう。こうした団体を調査データの中から抽出して市民社会の実質的な機能を捉える

のが、ここでの分析の目的である。

続いて、市民社会組織の分類に関する議論を検討しておこう。よく行われるのが、活動分野

による分類である。Salamon and Anheier（ ＝ ）は、非営利組織国際分類（ICNPO）

として、文化・レクリエーション、教育・調査研究、保健・医療、社会サービス、環境、地域

開発・住宅、法律・アドボカシーと政治、民間による公益活動支援仲介組織およびボランタリ

ズムの推進、国際活動、宗教、業界職業団体・組合、その他の の分野を設定している。

民主化研究で有名なDiamond（ ）は、経済組織、文化組織、情報・教育組織、利益基盤

型組織、開発組織、争点志向組織、市民政治組織の つに分類している。なお、この分類には、
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経済組織が含まれている。

日本の市民社会組織を扱った代表例として、 中豊を中心とするJIGS（Japan Interest Group 

Study）プロジェクトをみてみよう。ここでは、関心政策分野に基づいて、農林水産業団体、

経済・業界団体、労働団体、教育団体、行政関係団体、福祉団体、専門家団体、政治団体、市

民団体、学術・文化団体、趣味・スポーツ団体、宗教団体に分類している（ 中編　 ；

中・森 ； 中・森編 ）。さらに、必要に応じて村松・伊藤・ 中（ ）による圧力

団体の類型を踏襲し、社会の経済的・職業的な構成を反映している市場的な「セクター団体」、

政府の活動にその存立が依存していたり、少なくとも政府の活動に密着して存在し得ている

「政策受益団体」、イデオロギーや価値体系があまり「体制」や「政策体系」のなかに深く根を

下ろしていない「価値推進団体」という分類を用いてきた。上記の団体分類と対応させると、

セクター団体が経済・業界団体、専門家団体、労働団体、政策受益団体が農林水産業団体、教

育団体、行政関係団体、福祉団体、価値推進団体が市民団体、政治団体となる（森・足立 ）。

図 　社会運動に関連する組織の類型（Kriesi ： ）

会員志向

政府志向

会員の直接
不参加
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結社、クラブ
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政党・利益団体

さて、ここでまでみてきた活動分野による分類ばかりでなく、団体の行う活動の内容による

分類も示されている。Kriesi（ ）は社会運動に関連する組織について、会員が直接参加す

るかどうか、および、政治的目標をもち政府当局に向かうか会員志向かによって、 つに類型

している。政府志向であり、会員が直接参加するタイプの例として、政治的動員や社会運動組

織が挙げられている。同じく政府志向であるが、会員が直接参加しないタイプとして、政党や

利益団体などの政治的代表組織が挙げられている。さらに、会員志向であり会員が直接参加す

る団体として、自助・利他的活動組織が挙げられている。セルフヘルプグループやボランティ

ア団体はこのカテゴリに該当する。最後に、会員志向であるものの会員が直接参加しないもの

として、サービス組織を挙げている。これらは、組織の会員や顧客に対して財やサービスを供

給する組織である。
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このように、Kriesi（ ）の類型では、アドボカシー機能、公共サービスの供給、会員の

育成といった前述の市民社会の機能を つの次元で的確に整理している。そこで、本稿の分析

においても、この類型を念頭におきつつ、日本の多種多様な市民社会組織の全体像を検討して

いく。

　データ

分析には ～ 年にかけて筑波大学で行った「社会団体に関する全国調査（JIGS 調

査）」データを用いる 。JIGS 調査は、日本全国の市民社会組織を対象とした唯一といってよ

い大規模サンプル調査である。この調査では、職業別電話帳（タウンページ）の「組合・団体」

に記載されている団体のすべてを調査対象とし、 ， 団体に郵送で調査票を配布し、 ，

団体から回収を得た（回収率　 ．％）。

母集団となる市民社会組織の台帳が存在しない以上、電話帳に記載される程度に確立され持

続性をもった団体・組織を対象としてその実態把握を試みた。しかしながら、電話帳に記載さ

れない小規模な草の根の市民団体や社会運動団体などは十分に捕捉できていない。この点には

留意が必要である。

　活動目的に基づく類型

． ．潜在クラス分析に基づく類型

まずは団体の活動目的により、それぞれの市民社会組織がどのような活動にウエイトを置い

ているのかをみていく。そして、それに基づいて市民社会組織をいくつかのタイプに類型化し

ていく。

表 は、JIGS 調査において団体の活動目的について尋ねた結果を示している。調査では、

複数回答で質問しており、ここでは各項目に該当する割合を示している。会員への情報提供が

．％と最も多くの団体に該当している。次いで会員への教育・訓練・研修（ ．％）、会員

のための経済的利益の追求（ ．％）、会員の生活や権利の防衛（ ．％）が相対的に高い割

合を示している。このように、会員に資する活動を行う団体が多いことがみてとれる。この他

では、国や自治体に対する主張・要求（ ．％）、啓蒙活動（ ．％）と社会問題の存在を外

部へと発信するアドボカシー活動も一定程度行われていることがわかる。

 年に第一次調査を行っているため（ 中編　 ）、JIGS 調査と略される。調査の詳細な方法につい
ては 中・森編（ ）を参照されたい。
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ところで、上記の様々な活動目的を縮約してより少数の次元によって表現することで市民社

会組織の活動目的をわかりやすく整理できないだろうか。また、それに基づいて各組織をいく

つかに類型化することはできないだろうか。このような課題に取り組むため、ここでは潜在ク

ラス分析（Latent Class Analysis）を用いることとする。

潜在クラス分析とは、複数のカテゴリカルな顕在変数の背後に潜在変数があると仮定して、

潜在構造を分析する手法である（McCutcheon ； 三輪 ； 藤原・伊藤・谷岡 ）。因

子分析は連続変数の変数間関係に焦点を合わせ、個人間で因子構造が同じだという仮定をおい

て潜在因子を抽出する。そのうえで、各因子に対する個々人の因子得点が算出される。これに

対して、潜在クラス分析では複数のカテゴリカル変数に対する回答パターンを潜在クラスとし

て抽出する。そして、異なる潜在クラスへの所属確率によって個人間の差異が示される。この

所属確率を用いれば個々人を各クラスへと割り当てることができる。このように、クラスター

分析と類似した役割を果たすことができる。

表 ， は市民社会組織の活動目的に対して潜在クラス分析を行った結果である。分析に際

して、該当割合が非常に低い他の団体や個人への資金援助（ ．％）とその他を除外し、 変

数を用いた。

まずはモデルの適合度によってクラス数をいくつに設定すべきかを検討する。表 はモデル

の適合度を示している 。尤度比カイ二乗値をみると、 クラスモデルにおいてp値が ％以上

になる。すなわち、モデルが棄却されないもののうちで最小のクラス数が クラスということ

表 　団体の活動目的（単位：％）

73．7会員に情報を提供する
37．0会員のために経済的利益を追求する
28．9会員の生活や権利を防衛する
53．0会員に教育・訓練・研修を行う
17．2会員に国や自治体からの補助金や奨励金を斡旋する
11．9会員に許認可や契約などの行政上の便宜をはかる
36．7国や自治体に対して主張や要求を行う
18．5情報を収集し、会員以外の組織・団体・個人に提供する
13．7専門知識に基づく政策案を行政や会員以外の組織・団体・個人に提言する
27．0公共利益を実現するために啓蒙活動を行う
5．2他の団体や個人に資金を助成する
11．8一般向けに有償でサービスを提供する
15．3一般向けに無償でサービスを提供する
9．2その他

N＝15，791

 分析に際しては、 クラスから順に検討しているが、 クラスまでのモデルは適合的ではないので、結果表
記を割愛する。
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である。モデルを対比しても、 クラスモデルは クラスモデルよりも適合度がよい。また、

AIC、BICをみても クラスが最も小さい値である。以上のことから、ここでは クラスモデ

ルを採用することとする。

続いて表 は、 クラスモデルにおける各クラスの構成割合と各顕在変数の条件付き応答確

率を示している。潜在クラス分析では、各サンプルのクラスへの所属確率を算出することがで

きる。ここでは、各サンプルを所属確率が最大となるクラスに割り当て、その構成割合を示し

ている。

条件付き応答確率から、各クラスの特徴を考察していこう。まず、クラス は、全体に確率

が低いが、会員への情報提供、会員の経済的利益の追求、会員の権利防衛といった会員の利益

に関わる活動で ．～ ．とやや高い。したがって、「低活動型（利益）」と命名する。

表 　潜在クラスモデルの適合度

BICAICp値dfL
【モデル適合度】

－34107．7－3301．00．00040184735．0　 クラス
－34561．1－3854．00．04740054156．0　 クラス
－34783．7－4176．30．98039923807．7　 クラス

【モデル対比】
0．0013－579．0　 クラスVS クラス
0．0013－348．3　 クラスVS クラス

N=15,791

表 　潜在クラスモデルのクラス構成割合と条件付き応答確率（ クラス）

クラス
高活動型

クラス
主張・要求型

クラス
情報・
サービス型

クラス
専門提言型

クラス
低活動型

クラス
利益団体型

クラス
会員志向型

クラス
低活動型
（利益）

．％．％．％．％．％．％．％．％構成割合

【条件付き応答確率】
0．9950．8930．9180．8010．1860．9681．0000．476会員への情報提供
0．8350．4400．1190．0730．0310．7540．2050．487会員の経済的利益追求
0．7270．8940．2400．0310．0170．4750．0650．305会員の権利防衛
0．9760．5870．6710．5210．1570．7500．8620．109会員の教育・訓練・研修
0．7060．0050．0840．0820．0000．4710．0670．101会員への補助金斡旋
0．5860．0140．0370．0360．0040．3080．0620．052会員への行政便宜
0．9470．8970．3180．5510．0110．5850．2300．133行政への主張・要求
0．6030．2200．4860．4950．0760．0980．1130．027会員以外への情報提供
0．6670．2790．2390．4570．0130．0630．0320．005専門知識に基づく提言
0．7290．4130．5690．5650．2050．1670．1980．047啓蒙活動
0．2960．0120．5030．0390．1620．0720．0520．058一般への有償サービス
0．4430．1110．7540．1360．2010．0350．0640．012一般への無償サービス



活動目的からみる市民社会組織の諸類型　―質問紙調査に基づく経験的検討―　─ 山本

─ ─

クラス は、会員への情報提供が ． 、教育・訓練・研修が ． と突出して高い確率を示

している。それ以外は低い値であることから、「会員志向型」と命名する。

クラス は、会員への情報提供（ ． ）、会員の経済的利益追求（ ． ）、会員の教育・訓

練・研修（ ． ）が高く、行政への主張・要求（ ． ）、会員の権利防衛（ ． ）、会員へ

の補助金斡旋（ ． ）、会員への行政便宜（ ． ）も比較的高い割合を示している。これら

は会員の経済的利益を代弁する活動だということができるだろう。そこで、「利益団体型」と命

名する。

クラス は、ほぼすべてにおいて低い確率を示している。しいて言えば、啓蒙活動（ ． ）

と一般への無償サービス（ ． ）が ．を超える程度である。したがって、「低活動型」と命

名する 。

クラス は、会員への情報提供が ． と高いほか、会員の教育・訓練・研修（ ． ）、行

政への主張・要求（ ． ）、会員以外への情報提供（ ． ）、専門知識に基づく提言（ ． ）、

啓蒙活動（ ． ）と比較的高い値を示している。つまり、会員ばかりでなく、社会に向けて

提言する団体が多い。その意味で、公共利益団体といえるだろう（Berry ）。また、他のク

ラスと比べて専門知識に基づく提言が高い値を示していることが特徴的である。そこで、「専

門提言型」と命名する。

 低活動型と命名したものの、調査において提示した質問項目がこれらの団体の活動をうまく捉えられてい
ないだけかもしれないことには留意しなければならない。

⎦――――――――――――――――――――――――――――――――⎤

低活動型
（14.8％）

会員志向

経済的利益志向非経済的非経済的非経済的
利益志向利益志向利益志向

利益団体型 
（17.7%）

低活動（利益）型 
（20.0%）

主張・要求型
（7.4%）

会員志向型
（18.1%）

情報・サービス型
（7.5%）

社会志向

専門提言型 
（8.5%）

利益の表出利益の表出利益の表出
サービス志向サービス志向サービス志向

高活動型（6.0%）

利益の表出利益の表出利益の表出利益の表出 利益の不表出利益の不表出利益の不表出利益の不表出利益の不表出利益の不表出

図 　市民社会組織の諸類型

（カッコ内は各類型の構成割合）
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クラス は、会員への情報提供（ ． ）や会員の教育・訓練・研修（ ． ）といった会員

志向の他、会員以外への情報提供（ ． ）、会員以外への情報提供（ ． ）、啓蒙活動（ ． ）、

一般への有償サービス（ ． ）、一般への無償サービス（ ． ）で相対的に高い確率を示し

ている。ここから、「情報・サービス型」と命名する。

クラス は、会員への情報提供（ ． ）、会員の権利防衛（ ． ）、行政への主張・要求

（ ． ）が高く、会員への教育・訓練・研修（ ． ）、啓蒙活動（ ． ）も相対的に高い。こ

れに対して、会員の経済的利益追求については ． と低い値である。これらのことから、会員

の経済的利益以外の権利のために積極的に主張・要求活動を行うという特徴をもつことがわか

る。したがって、「主張・要求型」と命名する。

クラス は、一般への有償サービスと無償サービスを除くほとんどのもので高い確率を示し

ている。そこで、「高活動型」と命名する。

以上の つのクラスの特徴を整理したものが図 である。低活動型（ ．％）を除くすべて

のクラスで、会員への情報提供が高い確率を示している。すなわち、団体活動の基礎として、

まずは会員への情報提供が行われることがわかる。そのうえで、団体によって、会員志向であ

るのか、社会へ向けて情報発信を行うのかによるウエイトの置き方に違いがみられる。

会員志向であっても、経済的利益を重視するのかどうかで分かれ、さらに利益表出を行うか

どうかでも分かれる。経済的利益を志向し、利益表出を行う利益団体型は ．％、利益表出を

行わない低活動型（利益）が ．％である。このように、 割弱の団体が会員の経済的利益に

ウエイトをおいている。経済的利益を重視しない団体で、利益の表出を行う主張・要求型は全

体の ．％である。利益表出を行わず会員への情報提供とともに教育・訓練・研修のみを重視

する会員志向型は ．％である。

一方、社会志向であっても、価値や利益を表出するか、情報やサービスを供給するかによっ

て分かれる。利益表出を行う専門提言型は全体の ．％、情報やサービスの供給を行う情報・

サービス型は ．％である。合わせても ．％であり、全体に占める割合はそれほど大きくは

ない。最後に、多くの項目に該当する高活動型は全体の ．％と最も少ない。

． ．団体分類と活動目的

それでは、団体の活動分野、所在地、活動空間によって、活動目的類型がどのように分布し

ているのかをみていこう 。

表 は、 中・森編（ ）などで用いられてきた活動分野に基づく団体分類ごとに、活動

 潜在クラス分析では本来、潜在クラスの推定と同時に、共変量を用いたクラス所属の予測を行うことがで
きる。したがって、各サンプルを割り当てた潜在クラス変数と他の変数との関連をみていくよりも、同時
推定したほうが望ましい（藤原・伊藤・谷岡　 ）。この点については今後の課題としたい。
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目的類型の割合を示している。利益団体型および低活動（利益）型が多くみられるのは、農林

水産業団体、経済・業界団体、労働団体である。これらの団体は社会の経済的・職業的な構成

を反映するセクター団体とされてきたが（村松・伊藤・ 中 ）、やはり会員の利益を代弁

するという利益団体的な性格をもっていることがわかる。もっとも、労働団体については、社

会に向けて発信する専門提言型も多くみられる。

教育団体、行政関係団体、学術・文化団体、趣味・スポーツ団体、宗教団体は会員志向型の

団体が多い。これらの団体は会員の相互交流の場として機能していると考えられる。この他に

は、情報・サービス型が若干多いものの、低活動型が目立つことから、積極的に活動している

団体が多いわけではない。専門家団体については、同様に会員志向型が多く、さらに主張・要

求型が多い。いずれにしても会員のために活動する団体が多いようである。

表 　活動分野に基づく団体分類と活動目的類型（単位：％）

N計低活動情報・
サービス

専門
提言

主張・
要求

会員
志向

低活動
（利益）

利益
団体高活動

2777100．019．93．65．52．07．834．721．35．3農林水産業団体
4000100．05．82．17．54．925．516．528．59．2経済・業界団体
1184100．09．00．824．31．78．730．821．43．3労働団体
570100．019．110．911．17．439．17．44．60．5教育団体
845100．019．316．85．910．225．715．95．30．9行政関係団体
1175100．024．315．910．617．211．913．74．12．2福祉団体
857100．06．76．714．114．934．97．79．85．3専門家団体
337100．05．014．241．53．05．626．42．71．5政治団体
704100．09．920．620．315．912．416．52．81．6市民団体
592100．019．822．37．49．127．99．81．52．2学術・文化団体
460100．024．612．23．310．437．08．92．80．9趣味・スポーツ団体
136100．038．217．60．76．630．16．60．00．0宗教団体
1985100．025．513．77．04．617．522．17．42．2その他
15622100．015．28．410．16．719．520．115．34．6全体

χ2乗値＝5717．1　df=84　p<．001

福祉団体は、低活動型が ．％と多くみられるものの、主張・要求型や情報・サービス型も

相対的に多い。福祉分野においては、福祉の当事者が利益や権利を主張するタイプのものと、

福祉サービスを供給する団体とが混在しているものと考えられる。

政治団体については、経済的利益以外の利益を表出する主張・要求型が ．％と非常に多い。

この他では低活動（利益）型や情報サービス型も多い。市民団体は専門提言型と情報・サービ

ス型がそれぞれ ％程度とアドボカシーとサービス供給を目的とする団体がそれぞれみられ

る。また、会員の経済的利益以外の主張・要求型も ．％と多い。このように、価値推進団体

とされてきた政治団体や市民団体で、やはり特定の価値を社会に表出する活動が行われている。
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以上のように、活動分野によって団体の活動目的類型の分布は異なることがわかる。その特

徴によって大別すれば、 ）会員の経済的利益への比重が高い農林水産業団体、経済・業界団

体、労働団体、 ）それ以外に会員志向性が高い専門家団体、福祉団体、教育団体、行政関係

団体、学術・文化団体、趣味・スポーツ団体、宗教団体、 ）社会に情報発信し、市民社会的

な機能の比重が高い政治団体や市民団体となるだろう。

表 　団体の活動空間と活動目的類型（単位：％）

N計低活動情報・
サービス

専門
提言

主張・
要求

会員
志向

低活動
（利益）

利益
団体高活動

7335100．06．47．38．316．315．223．517．35．6市町村レベル
4840100．07．47．512．112．024．417．814．93．9都道府県レベル
889100．05．86．99．115．721．319．319．02．8広域圏レベル
1895100．06．410．913．614．823．717．69．63．5全国レベル
681100．08．123．98．224．717．89．35．72．3世界レベル
15640100．06．88．510．215．119．520．215．24．5全体

χ2乗値＝781．7　df=28　p<．001

続いて、団体の活動空間ごとに活動目的類型の分布をみていこう（表 ）。団体がどの範囲を

念頭に活動しているのかによって関与するアクターも異なり、会員の構成も異なりうる。表

から、活動空間が市町村や都道府県といったローカルレベルにおいて利益団体型や低活動（利

益）型が多い。一方で、活動空間が大きくなると会員志向型や情報・サービス型が多い。世界

レベルで活動する団体では会員の非経済的利益の主張・要求型が多いことも特徴的である。こ

のように、活動空間が広がるほど会員の個別利益を離れ、団体内外への非経済的サービスの供

給主体となるものが多い。

　市民社会組織の諸特徴

． ．団体の所在地

活動目的による類型ごとに団体の諸特徴を考察することで、市民社会の内実をより詳細に明

らかにしていこう。まずは、団体の所在地、保有リソース（財政、会員）、会員の参加につい

てである。

団体の地理的分布については、NPO法人に関して分析が進められており、人口規模以上に東

京および各都道府県の最も多い都市にNPO法人が偏在していることが示されている（埴淵　

）。東京をはじめとする大都市や県庁所在地など政治、経済の中心地には、それだけ多くの

団体が活動する余地があると考えられる（西出・埴淵 ）。NPO法人ばかりでなく、様々な
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機能をもつ市民社会組織を対象として見た場合、同じように都市に集中しているのだろうか。

それとも、団体の活動目的によっては地理的分布が異なるのだろうか。

表 　団体の所在地（単位：％）

N町村部市部県庁所在地政令指定都市東京23区
70719．843．317．310．98．8高活動
236118．241．320．014．65．9利益団体
314215．843．518．215．17．4低活動（利益）
30248．631．024．122．513．9会員志向
104910．534．621．519．214．2主張・要求
15769．332．025．619．213．8専門提言
131810．638．520．317．113．4情報サービス
243114．242．617．816．29．2低活動
1560813．238．420．617．310．4全体

χ2乗値＝575．4　df=28　p<．001

表 は、活動目的類型ごとに団体の所在地を示したものである。政令指定都市は調査を行っ

た 年 月時点でのものであり 、県庁所在地は政令指定都市を除いたものである。まず、団

体全体の ．％とほぼ半数が、東京 区、政令指定都市、県庁所在地といった中核的な都市部

に存在している。調査時に近い 年国勢調査において、これらの中核都市部人口は日本の総

人口の ．％であることをふまえると、それほど極端とはいえないが、やはり団体は都市部に

集中する傾向がある。

団体類型ごとにみていくと、会員志向型、専門提言型、情報サービス型が多いことがみてと

れる。社会に向けて発信するタイプの団体はやや都市部に集まっている。一方で、市部や町村

部では利益団体や低活動（利益）型、低活動型が多い。

． ．リソース

続いて、団体にとって活動の基礎となるリソースについて確認しよう。図 は団体類型ごと

に財政規模を示した箱ひげ図である。箱は四分位数、ひげの上端は ％タイル、下端は ％タ

イルを示している。どの類型においても全体的に財政規模が小さい団体が多く、右に歪んだ分

布となっている。中央値はおおむね ～ 万円であるが、高活動型（ 万円）、利益団

体型（ 万円）、主張・要求型（ 万円）でやや大きい傾向にある。高活動型と主張・要

求型については、団体間での散らばりも大きく、財政規模が 億円以上の団体も四分の一にの

ぼる。

 具体的には、札幌市、仙台市、千葉市、さいたま市、横浜市、川崎市、静岡市、名古屋市、京都市、大阪
市、神戸市、広島市、福岡市、北九州市である。
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図 は団体類型別に個人会員数を示している 。財政規模と同様に、全体として会員数の小

さい団体が多く、右に歪んだ分布になっている。中央値は ～ 人であり、類型ごとに大き

な相違はみられない。主張・要求型と専門提言型に大規模な団体が多くみられ、散らばりが大

きい。

総じて、財政規模も会員数も、一部に大きな団体がみられるものの、団体類型によって大き

な相違はないといえる。

図 　財政規模（単位：万円）
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図 　個人会員数（単位：人）
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 団体会員数についても調査しているが、個人会員数とあまり結果に相違はないので結果表記を割愛する。
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． ．組織メンバー

所在地やリソースという団体の基礎的な特性を確認したところで、会員内部の関係について

検討していく。言うまでもなく、団体の活動は個々の会員の参加から成り立っている。しかし

ながら、団体によって会員の参加の程度には大きな相違がある。個々の会員が活動参加するも

のもあれば、実質的には会費や寄付を納入し、会報を受け取る程度しか参加しないものもある。

前述のKriesi（ ）による社会運動に関連する組織の類型においても、会員が直接参加する

かどうかによって団体の性格が区別されていた。図 に示したように、社会運動や自助・利他

的活動では会員が直接参加して団体の活動が行われるのに対し、利益団体やサービス組織は会

員が直接参加しなくても少数のスタッフが運営することで団体の活動が行われるのである。

個人の参加は、市民社会の市民性の涵養機能という点からも重視されてきた（トクヴィル　

， ＝ ； Putnam ＝ ， ＝ ；坂本 ）。前述のように社会関係資

本論によれば、団体内のネットワークの中で活動することで、個々の市民は人々の他者に対す

る信頼や互酬性の規範が強化されていく。そしてこれらが集合行為への協力行動へと人々を促

し、結果として政治や経済における様々なパフォーマンスの向上へとつながる（Putnam ＝

， ＝ ）。

ただし、Putnam（ ＝ ）は社会関係資本の醸成にとっては、団体内のネットワークが

水平的であることと、会員の対面的な接触が重要であると主張する。つまり、ヒエラルキカル

で命令系統が確立した官僚制的な組織であったり、オンライン上の関係や会費や寄付だけを納

める名目的な参加では、信頼や互酬性の規範がうまく育成されず、社会関係資本の醸成につな

がらないのである。

会員の名目的参加による団体は三次結社と呼ばれる（Putnam ＝ ）。こうした団体の

三次結社化は、アメリカやイギリスにおいて進行しつつあり、一部の中核的スタッフや専門家

がロビー活動を行うのみで、大部分の会員が名目的参加にとどまっていることが指摘されてい

る（Skocpol ＝ ；Jordan and Maloney ）。一方で、日本の市民社会組織については、

Pekkanen（ ＝ ）が「政策提言なきメンバーシップ」と呼ぶように、団体の加入率が高

く、会員の参加が活発になされていることが指摘されている。

以上の議論をふまえて、ここでは団体の活動目的類型ごとに会員がどの程度参加しているの

か、会員同士の連絡がどの程度行われているのか、さらに団体内部の意思決定、リーダーシッ

プ、情報流通等の構造はどうなっているのかをみていくこととする。これにより、会員の直接

参加の程度と組織の水平性を検討してく。

表 は、団体内部における会員の参加の程度と、会員同士の連絡の程度について示したもの

である。ともに、 件尺度（得点が高いほど頻繁）の質問に対する回答を量的変数とみなし、

平均値を示している。会員の参加については、全体的に会費・寄付（ ． ）、イベント（ ． ）、



山形大学紀要（社会科学）第 巻第 号

─ ─

運営・意思決定（ ． ）の順に参加がなされている。 点満点で平均値が 点程度なので、会

員がイベントや運営・意思決定といった実質的活動に参加している団体は多いといえるだろう。

団体類型ごとにみると、どの項目でも高活動型、主張・要求型、専門提言型で参加が頻繁で

あり、低活動（利益）型と低活動型で低い。外部に向けて価値や利益を表出するアドボカシー

団体において、会員の参加が多くみられる。

続いて、会員同士の連絡についてみてみよう。役員と一般会員、および一般会員同士の関係

ともに、全体の平均値が 点程度であり、会員間の対面的な接触がなされているといえる。こ

れに対して、メーリングリストやHP掲示板といったバーチャルなコミュニケーションについ

ては、全体の平均値が 点以下とあまり行われていない。会員の活動参加についての結果を合

わせると、坂本（ ）がすでに指摘しているように、日本の団体では会員の対面的な接触が

盛んであり、名目的な参加にとどまる三次結社化が進んでいるとはいえないようである。高活

動型と専門提言型では他の団体類型よりも、会員同士の対面的接触が多い。これは、会員の直

接的な活動参加が多いこととも関連するだろう。

これまでの結果から、会員が団体の実質的活動や意思決定に関与していることが示された

が、それでは団体の内部はどのように運営されているのだろうか。前述のように、社会関係資

本の醸成にとっては水平的な組織構造であることが重要だとされる（Putnam ＝ ）。そ

うだとすれば、会員が情報を共有し、話し合いをもって運営方針や意思決定に関与しているこ

とが重要となる。この他、団体のリーダーシップや規律等も含めて内部構造についてみていこ

う。

表 は、団体の内部構造について 件尺度（得点が高いほど該当）で尋ねた回答の平均値を

表 　団体内部における会員（ 件尺度の平均値）

会員同士の連絡会員の参加

NHP掲示板
の活用

 メーリン
グリスト
の活用

一般会員同
士が顔を合
わせる

役員と一般
会員が顔を
合わせる

会費・
寄付

イベント
への参加

運営・
意思決定

6852．302．153．313．353．553．333．23高活動
22741．851．833．183．293．333．073．11利益団体
28951．621．593．023．122．962．782．86低活動（利益）
28642．012．033．143．173．373．163．01会員志向
10302．232．193．123．173．633．393．07主張・要求
15242．072．163．263．413．633．313．24専門提言
10921．981．993．033．073．193．112．90情報サービス
18301．611．612．963．032．732．652．71低活動
141941．891．883．113．193．243．042．99全体

85．92***91．04***22．15***31．24***110．93***118．51***50．47***F値
***: p<．001
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示している。全体をみると、運営方針は創設者の理念と不可分という項目以外では平均値が

点以上であり、該当する団体が多いことがわかる。したがって、多くの団体は会員に情報がよ

く行き渡り、民主的に意思決定がなされているようである。

団体類型ごとにみると、情報サービス型において、方針を会員全体で決める、会員同士の意

見対立は話し合うという項目が若干低い傾向を示しているのに対して、運営方針は創設者の理

念と不可分という項目で他の類型よりも高い値を示している。ここから、情報サービス型に

は、なんらかの価値や理念に基づきながらも、戦略的に他者へ働きかけるというよりは情報や

サービスの提供というかたちで活動する団体が多いといえる。

　市民社会組織と外部との関係

． ．社会へ向けた活動

ここからは、市民社会組織と外部の諸アクターとの関係をみていくこととする。市民社会組

織が市民の連帯に基づいて公共利益を追求するならば、団体外の一般の人々に対して社会問題

の存在を啓発したり、特定の価値や利益をアピールしていくことは重要なポイントである。

表 は、一般の人々に向けた活動のそれぞれについて、 件尺度（得点が高いほど頻繁）の

平均値を示している。懇談会・勉強会やシンポジウム・イベントは一般の人々に参加を求める

活動であり、広報誌・ミニコミ誌の発行やホームページは広報のための手段である。しかし、

どの項目でも平均値が 点台であり、あまり活発に行われているとはいえない。その中で、高

活動型、主張・要求型、情報サービス型は得点が高い。

表 　団体の組織構造（ 件尺度の平均値）

N
情報は会員
間で共有さ
れている

運営方針は
会員に浸透
している

会員同士の
意見対立に
は話し合う

運営責任者
は問題解決
法を提示

運営方針は
創設者の理
念と不可分

活動には専
門的知識・
技能が必要

方針を会
員全体で
決める

規定をも
とに団体
運営

6903．603．633．623．882．953．783．934．60高活動
23113．543．573．493．732．683．463．904．53利益団体
29543．493．573．383．622．693．213．704．39低活動（利益）
29363．653．643．363．672．813．493．734．45会員志向
10343．653．663．503．863．083．693．674．57主張・要求
15393．673．683．743．842．883．433．954．54専門提言
12183．503．623．283．763．273．383．414．43情報サービス
20793．443．583．253．632．933．353．524．38低活動
177613．563．613．433．712．853．423．734．46全体

16．84***4．27***38．98***17．84***34．22***38．23***45．82***19．15***F値
***: p<．001
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マスメディアは、一般の人々に団体の活動をより広くアピールする重要な媒体であるととも

に、団体の主張や要求を政治過程に反映させるうえでも重要な役割を果たすと考えられる。蒲

島郁夫はマスメディアの影響力について、メディア多元主義（referent pluralism）を主張する

（Kabashima and Broadbent ；蒲島 ）。マスメディアは政治的に中立であり、政治的イ

デオロギー、集団の規模、新旧の違いを超えて多様な集団リーダーと人的なつながりをもって

いる。そのため、自民党や官僚といった政策過程のメイン・アクター以外の価値や利益を政治

システムに注入し、多元主義化に貢献しているのである。ここから、政策過程の中枢の外に位

置する市民社会組織であっても、マスメディアに取り上げられることで政治や社会にアピール

することができると考えられる。

表 　一般の人々へ向けた活動（ 件尺度の平均値）

ホーム
ページ

広報誌・　
ミニコミ誌

シンポジウ
ム・イベント

懇談会・
勉強会活動目的類型

3．423．002．972．90高活動
2．552．092．092．02利益団体
2．332．011．961．86低活動（利益）
3．032．392．422．27会員志向
3．652．722．982．79主張・要求
3．022．492．492．46専門提言
3．392．662．742．56情報サービス
2．772．132．041．94低活動
2．922．352．362．25全体

25．04***11．76***21．66***17．96***F値
***: p<．001

図 　マスメディアに取り上げられた回数（単位：％）
（χ乗値＝ ．，　df＝ ，　p＜． ）
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図 は、団体類型ごとにマスメディアに取り上げられた回数を示している。類型ごとに回数

に相違がみられる。まず、低活動（利益）型、低活動型では半数弱、会員志向型でも ％程度

がマスメディアに取り上げられたことがない。これに対して、それ以外の類型ではおおむね

％以上がマスメディアに取り上げられた経験をもつ。高活動型、主張・要求型、専門提言型、

情報サービス型では回数が多く、 回以上取り上げられた団体が ％以上である。一般の人々

へ向けた活動と同様の傾向がマスメディア利用においてもみられる。

． ．政党・行政との関係

前述のように、市民社会は政治社会と経済社会とは区別された市民の連帯からなる領域であ

る。しかし、それだけで閉じた領域ではなく、政治領域や経済領域とかかわり合いながら相互

補完的に成立している。とりわけ、政治領域には自らの価値や利益を政策に反映させるために

はたらきかけたり、公共サービスを提供するにあたり相互に協力したりすることで、深く関

わっている。

日本の市民社会組織についてはこれまで、法人格の認証、許認可、行政指導等を通して行政

の管理下にあることが指摘されてきた（Yamamoto ； Pekkanen ， ＝ ）。そ

して、Pekkanen（ ， ， ＝ ）は、このことがアドボカシーが少ないという日本

の市民社会の特徴を規定していると主張している。

また、村松（ ）が「最大動員システム」と呼ぶように、行政が少ない資源を補うために

社会の中に存在する様々な資源を動員する必要があり、そのために日本の行政と団体との関係

は相互浸透的であった。さらに、利益団体に関しては、「政官業の鉄の三角形」と呼ばれるよ

うに官僚や政党・政治家にはたらきかけることで、社会の側にある団体の利益を政治に反映さ

せてきた（佐藤・松崎 ）。

近年では、市民参加やガバナンスに注目が集まる中で（Rhodes ；Pierre ed， など）、

とりわけ地方政治において自治体（行政）との他の様々な利害関係者（ステークホルダー）と

の相互関係が注目を集めている（ 中・伊藤編 ）。

それでは、許認可、法的規制、行政指導といった行政が団体を管理する側面および、政策形

成への協力、意見交換、政策執行への協力、審議会委員の派遣、モニタリングといった団体が

政策過程に参加する側面のそれぞれについて、市民社会組織と行政との関係をみていこう。な

お、ここでは全国レベルで活動する団体については国との関係、地方レベル（市町村、都道府

県）で活動する団体については地方自治体との関係について、それぞれ区別して検討する 。

表 は、全国レベルで活動する団体と国との関係について、各項目に該当する団体の割合を

 全国レベルの団体が地方自治体と関係したり、地方レベルの団体が国と関係することもあるのだが、活動
範囲を管轄する行政主体との関係が最も密接だと想定して分析を行う。
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示している。全体として、許認可、法的規制、行政指導という行政による団体管理についての

項目の該当率が高い。特に、高活動型、主張・要求型はいずれの項目でも ％以上と高い割合

を示しており、利益団体型も法的規制と行政指導において ％以上である。一方、専門提言型

と低活動（利益）型は相対的に低い割合である。活動目的が明確でない低活動型でも行政から

の規制については他の団体分類を同程度である。

政策過程への参加についてはどの項目でもそれほど高い割合ではない。ただし、高活動型、

専門提言型、主張・要求型が相対的に高い割合を示している。利益団体も意見交換において割

合が高い。

表 　全国レベルで活動する団体の国との関係（単位：％）

団体の政策過程への参加団体の管理

Nモニタ
リング

審議会委
員の派遣

政策執行
への協力意見交換政策形成

への協力行政指導法的規制許認可

6725．429．934．352．234．362．759．762．7高活動
1815．514．914．942．517．750．853．043．6利益団体
3332．79．313．225．210．839．942．641．1低活動（利益）
4495．312．916．335．010．247．743．246．1会員志向
12213．125．436．951．619．758．250．062．3主張・要求
25711．729．628．451．027．243．643．637．4専門提言
2063．910．716．527．214．149．545．657．8情報サービス
2803．24．69．317．510．447．146．851．4低活動
18956．514．718．234．415．347．445．947．5全体

33．38***103．03***81．63***114．78***69．3***22．16***13．07***44．78***χ2乗値
***: p<．001

表 　地方レベルで活動する団体の自治体との関係（単位：％）

団体の政策過程への参加団体の管理

Nモニタ
リング

審議会委
員の派遣

政策執行
への協力意見交換政策形成

への協力行政指導法的規制許認可

62727．353．465．482．658．277．759．869．2高活動
215910．332．137．164．233．166．949．059．8利益団体
27596．017．021．042．722．352．836．348．6低活動（利益）
24874．824．924．245．517．351．332．843．7会員志向
88214．646．748．661．037．060．844．352．9主張・要求
127513．038．840．559．635．842．234．737．1専門提言
9586．722．431．442．027．750．935．344．9情報サービス
19174．512．117．030．317．551．336．848．1低活動
130648．626．630．349．726．855．239．249．4全体

474．86***893．46***933．28***931．52***683．73***387．13***282．53***315．84***χ2乗値
***: p<．001
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表 は、地方で活動する団体と自治体との関係について、各項目に該当する団体の割合を示

している。やはり許認可、法的規制、行政指導という行政からの規制を表す項目の該当率が高

い。高活動型、主張・要求型、利益団体型で高い割合である点も同様である。政策過程への参

加については、表 でみた国との関係よりも全般に該当率が高い。こちらも、高活動型、専門

提言型、主張・要求型、利益団体型が相対的に高い割合を示している。

以上のことから、中央地方を問わず、会員の利益を擁護しようとする団体は、行政から規制

される関係にある一方で、政策過程にもある程度参加しているものが多い。これに対して、専

門提言型は相対的にみて行政からの規制を受けていないものの、政策過程への参加がなされて

いる。

最後に、政党との接触についても確認しておこう。表 は、政党との接触頻度について 件

尺度（得点が高いほど頻繁）で質問した回答の平均値を示している。全体的に点数が低いこと

から、政党との関係は疎遠であることがわかる。それでも、自民党と民主党という二大政党は

若干接触が多い。団体類型別にみると、これらの政党には、高活動型、利益団体型、低活動

（利益）型、専門提言型がわずかながらに多く接触している。低活動（利益）型は、積極的な

利益表出活動を行わないが、政党との接触は一定程度保っているようである。その他の政党に

ついては、専門提言型で共産党や社民党といった革新系政党への接触が相対的に多くみられる

点が特徴的である。

表 　政党接触の頻度（ 件尺度の平均値）

地域政党公明党社民党共産党民主党自民党
1．411．511．371．381．902．72高活動
1．241．301．271．221．702．27利益団体
1．181．201．291．261．531．91低活動（利益）
1．121．171．101．081．321．77会員志向
1．191．311．191．151．471．83主張・要求
1．381．521．711．562．152．27専門提言
1．111．131．121．121．271．51情報サービス
1．131．121．121．111．271．56低活動
1．191．251．251．211．531．92全体
45．5***80．51***134．56***91．58***183．01***184．06***F値

***: p<．001
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　まとめ

本稿では、日本の市民社会組織の実態を捉えるために、活動目的に基づいて団体を類型化し、

さらに団体の諸特性や政治・社会との関係について検討してきた。団体の活動目的類型ごとの

相対的な特徴をまとめておこう。

―高活動型（ ．％）―

多様な活動目的をもつ団体である。他の団体類型と比べて、資源をそれほど多くもつわけで

はない。しかし、会員の活動参加は活発であり、一般の人々への働きかけやメディア利用も積

極的である。また、行政との関係も密接であり、規制を受ける一方で、政策過程にもある程度

は参加している。政党との接触も若干多い。

―利益団体型（ ．％）―

会員の経済的利益を代弁する活動を目的とする。農林水産業団体、経済・業界団体、労働団

体で多い。非都市部に所在し、地方レベルで活動する団体が相対的に多い。団体の資源や会員

の参加には目立った特徴はみられない。行政との関係も密接であり、規制を受ける一方で、政

策過程にもある程度は参加している。政党との接触も若干多い。

―低活動（利益）型（ ．％）―

利益団体と同じく、会員の経済的利益を代弁する活動を行うが、全般に活動目的の諸項目へ

の該当率が低い。基本的には利益団体型と同様の特徴をもつが、会員の参加の程度、マスメ

ディアの利用などが不活発である。ただし、政党との接触は他の団体分類よりも若干多い。

―会員志向型（ ．％）―

活動目的として、会員への情報提供と教育・訓練・研修のみが高い。教育団体、行政関係団

体、専門家団体、学術・文化団体、趣味・スポーツ団体、宗教団体などで多い。活動空間が大

きく、都市部に多くみられる。会員の参加や外部との関係に目立った特徴はみられない。

―主張・要求型（ ．％）―

会員の非経済的利益を主張・要求する。福祉団体、専門家団体、市民団体で多い。会員の活

動への参加が盛んであり、一般へ向けたはたらきかけや、マスメディアの利用も行われている。

行政から規制を受ける一方で、政策過程へと参加している。
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―専門提言型（ ．％）―

会員ばかりでなく、社会へ向けて提言する団体である。労働団体、政治団体、市民団体で多

い。都市部に多くみられる。会員の活動への参加がなされ、団体内の相互交流も活発である。

一般の人々への働きかけやマスメディアの利用も盛んに行われている。行政との関係について

は、相対的に規制を受けていない団体が多いが、政策過程へと関わる団体が多い。自民党や民

主党ばかりでなく、共産党や社民党とも接触している団体が若干多い。

―情報サービス型（ ．％）―

団体内外への情報提供およびサービス提供事業が行われる。福祉団体、政治団体、市民団体

で多い。活動空間が大きく、都市部に多くみられる。なんらかの価値や理念に基づきながら

も、戦略的に他者へ働きかけるというよりは、情報やサービスの提供というかたちで活動する

団体が多い。一般の人々への働きかけやマスメディアの利用も盛んに行われている。

―低活動型（ ．％）―

活動目的の諸項目への該当率が全般に低い。教育団体、行政関係団体、福祉団体、学術・文

化団体、趣味・スポーツ団体、宗教団体などで多い。会員の参加は不活発である。

以上の結果から、日本の市民社会全体を俯瞰すると、多くの団体は地方レベルで活動し、会

員への情報提供を基礎としており、会員の参加や交流が盛んである。その意味で、会員のため

の互助的な性格をもつ団体が多い。一方で、アドボカシー活動を行う団体は少ない。したがっ

て、Pekkanen（ ， ， ＝ ）が指摘する「政策提言なきメンバーたち」という特

徴は、活動目的からもみてとることができる。

しかしながら、数としては少ないものの、会員あるいは会員以外の社会的価値や利益の主張

を目的とするアドボカシー団体（高活動型、主張・要求型、専門提言型）は、会員の参加が盛

んであり、マスメディアの利用、行政・政党との関係という点でも活発である。これらの団体

は会員の活動を基礎としながら公益的活動を行っており、市民社会の諸機能を果たす重要な役

割を担っている。

本稿はあくまで、活動目的という観点から日本の市民社会の全体像を俯瞰し、素描したにす

ぎない。しかしながら、このような俯瞰図は、個別の市民社会組織の研究を行ううえでのガイ

ドになるものと思われる。

もっとも、日本の市民社会の特徴を明確に捉え、より正確な俯瞰図を描くためには、今後、

さらに下記の課題に取り組む必要がある。第 に、他国との比較により、やはり日本の市民社

会がメンバー重視でアドボカシーが弱いといえるのか、もしそうだとしたら、その要因は何か
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について、さらなる検討を行わなければならない。Pekkanen（ ， ， ＝ ）が指

摘するように、法人格の認証や許認可を通して団体を規制する制度によるものなのか、それと

もPutnam（ ＝ ）の社会関係資本論に代表されるように、市民生活の中で培われた政治

文化的土壌なのか、他国との差異をふまえつつ探究していく必要がある。

第 に、時点間比較により、市民社会の変容過程を捉えることである。本稿は － 年

に行った調査データを用いて分析を行った。しかしながら、 年の東日本大震災時には、

様々な市民社会組織が被災者支援や復興のプロセスで活躍している。また、福島第一原子力発

電所の事故を受けて、脱原発デモが盛り上がるのなどアドボカシー活動の高まりもみられた。

こうした出来事が市民社会に変容をもたらした可能性がある。今後も調査を重ね、日本の市民

社会像がどのように変化するのかについて観察を続けていく必要がある。
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A Classification of Civil Society Organizations in Japan: 
Empirical Examination based on Survey Data

Hidehiro YAMAMOTO
（Yamagata University）

In this paper, we tried to take a general view of Japanese civil society as a whole from a 

viewpoint of their purposes.  Based on survey data, we classified civil society organizations into 

eight classes as follows. 1) high activity (6.0%), 2) interest group (17.7%), 3)  low active interest 

group (20.0%), 4) orientation toward member (18.1%), 5) advocacy (7.4%), 6) expert advice (8.5%), 

7) information service (7.5%) and 8) inactivity (14.8%). 

Examining relationships between this classification and various traits of organizations, we 

found many organizations are mutual-aid for their members. They mainly provide information 

for their members and promote friendships between their members. 

However, a few organizations have purposes to insist interests or values for their members 

or non-members. They are active in contacting governments, parties, and mass media, as well 

as active members participations. These organizations play roles that civil society 

organizations should accomplish.


